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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第８期 

第３四半期 
連結累計期間 

第９期 
第３四半期 

連結累計期間 

第８期 
第３四半期 

連結会計期間 

第９期 
第３四半期 

連結会計期間 
第８期 

会計期間 

自平成21年 
１月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
１月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年 
１月１日 

至平成21年 
12月31日 

売上高（千円）  2,021,964  3,411,222  688,088  1,357,226  2,800,974

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 △6,625  429,207  △16,234  211,809  505

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円） 
 △54,445  239,820  △15,648  126,366  △66,389

純資産額（千円） － －  2,255,454  2,416,709  2,240,287

総資産額（千円） － －  2,657,301  3,338,710  2,640,971

１株当たり純資産額（円） － －  90,282.30  96,811.30  89,714.19

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期（当期）純損失金額（△）

（円） 

 △2,185.17  9,625.18  △628.07  5,071.69  △2,664.51

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  84.7  72.2  84.6

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 127,111  227,905 － －  65,666

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △38,780  △42,933 － －  △50,833

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △111,866  △68,668 － －  △115,103

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  653,447  693,016  576,712

従業員数（人） － －  80  87  80

1



 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

  

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 なお、当社は、平成22年９月10日に連結子会社である日本エフ・エーシステム㈱の株式を追加取得したことによ

り、完全子会社としております。 

  

  

  

（1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除いております）であり、臨時雇用者数（パ

ートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）の総数が従業員の100分の10未満のため、平均臨時雇用者

数の記載を省略しております。 

（2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除いております）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、

人材会社からの派遣社員を含む。）の総数が従業員の100分の10未満のため、平均臨時雇用者数の記載を省略

しております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人）      87

  平成22年９月30日現在

従業員数（人）      71
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(1）生産実績 

 当社グループは製造工場を持たず外部の協力工場に生産委託しているため、生産実績は記載しておりません。 

(2）製品仕入実績 

 当第３四半期連結会計期間の製品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社グループは、原則として過去の製品販売状況、市場の需給動向等を勘案し見込生産方式による生産を行って

いるため、該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  （注）１．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

    ２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

品目別 
当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 
前年同四半期比（％） 

汎用機器        （千円）  439,551  219.9

アプリケーション機器  （千円）  337,642  194.0

合計（千円）  777,193  207.9

品目別 
当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 
前年同四半期比（％） 

汎用機器        （千円）  747,263  210.4

アプリケーション機器  （千円）  609,963  183.2

合計（千円）  1,357,226  197.2

相手先 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ＳＩＣＫ ＡＧ社  365,398  53.1  876,302  64.6
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 当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

  

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

  

  

(1）業績の状況 

  当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日～９月30日）におけるわが国経済は、中国などのアジア経済の好

調と輸出の回復に支えられ緩やかに回復してまいりましたが、円高懸念をはじめ景気持ち直しのペースの鈍化等、

先行きの不透明ななか推移いたしました。 

  当社グループの属する制御機器業界におきましても、製造業を中心に企業の設備投資が活性化してきたことで、

欧州、アジア地域において汎用機器が堅調に推移し、国内においても三品業界向けに加え、二次電池、液晶関連業

界向けにアプリケーション機器が好調に推移しました。 

  このような経営環境の中で、当社グループは、「高品質、だけど低価格。」を営業方針とし、光電センサ、画像

センサ、ＬＥＤ照明の拡販、国内・海外での新規顧客の開拓、同業他社との協業など積極的な営業活動を展開する

とともに、引き続き経費削減の実施に取り組んでまいりました。 

  以上の結果、当社グループの当第３四半期連結会計期間の売上高は、設備投資の回復に伴い13億57百万円（前年

同期比97.2％増）、また利益につきましては、売上高の増加により営業利益は１億92百万円（前年同四半期は17百

万円の営業損失）、経常利益は２億11百万円（前年同四半期は16百万円の経常損失）、四半期純利益は１億26百万

円（前年同四半期は15百万円の四半期純損失）となりました。 

  

(2）財政状態の状況 

（資産の部） 

 当第３四半期連結会計期間末の総資産の残高は、前連結会計年度末と比較して６億97百万円増加し、33億38百万円

となりました。主な要因は、現金及び預金が１億16百万円増加し、また売上債権が３億75百万円増加したことによる

ものです。 

（負債及び純資産の部） 

 当第３四半期連結会計期間末の負債の残高は、前連結会計年度末と比較して５億21百万円増加し、９億22百万円と

なりました。主な要因は、買掛金が１億58百万円増加し、また未払法人税等が２億17百万円増加したことによるもの

です。純資産の残高は、前連結会計年度末と比較して１億76百万円増加し、24億16百万円となりました。 

(3）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第２四半期連結会計期間末と

比較して86百万円増加し、６億93百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動により得られた資金は、１億18百万円（前年同期は21百万円の支出）となりました。これは主に、売上

債権の増加73百万円及びたな卸資産の増加81百万円より資金が減少しましたが、税金等調整前四半期純利益２億10

百万円による資金の増加があったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動により使用した資金は、７百万円（前年同期は11百万円の支出）となりました。これは主に、有形固定

資産の取得６百万円及び無形固定資産の取得に１百万円使用したことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動により使用した資金は、24百万円（前年同期は28百万円の支出）となりました。これは、配当金の支払

24百万円によるものです。 

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

   

(5）研究開発活動  

  当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、43,145千円であります。 

  なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  
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(1）主要な設備の状況 

  当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。 

  

  

  

  

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

    ２．第３四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、大阪証券取引所ヘラクレスであります。 

      なお、大阪証券取引所ヘラクレスは、平成22年10月12日付で新たに開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合

されており、同日以降の上場金融商品取引所は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）であります。

  

     会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

   平成20年３月27日定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権の行使の条件 

     新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役または従業員の地位にあ

ることを要するが、当社または当社関係会社の取締役を任期満了により退任した場合、または定年退職その他正

当な理由のある場合はこの限りではない。ただし、その権利行使はその地位を喪失した１年間とする。  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  80,000

計  80,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年９月30日） 

提出日現在発行（株）  
（平成22年11月11日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式  24,916  24,916

大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード）  

当社は単元

株制度を採

用しており

ません 

計  24,916  24,916 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第３四半期会計期間末現在 

（平成22年９月30日） 

新株予約権の数（個）  250

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  250

新株予約権の行使時の払込金額（円）  84,200

新株予約権の行使期間 
自 平成22年12月２日 

至 平成24年11月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

発行価格     

資本組入額      

104,128

52,064

新株予約権の行使の条件 （注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認

を必要とする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２ 
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   ２．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

     当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日において残存

する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以

下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社

は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する

旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において

定めた場合に限るものとする。 

    ①交付する再編対象会社の新株予約権の数                               

     残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

    ②新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の種類 

     再編会社の普通株式とする。 

    ③新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の数 

     組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して決定する。 

    ④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

     組織再編行為の条件等を勘案の上、調整される行使価額に上記③に従って決定される株式の数を乗じて得られ

る金額とする。 

    ⑤新株予約権を行使することができる期間 

     残存新株予約権の権利行使期間と同じとする。 

    ⑥譲渡による新株予約権の取得の制限 

     各新株予約権を譲渡するときは、再編対象会社の条件に準じて決定する。 

    ⑦その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。  

  

  

該当事項はありません。  

  

  

該当事項はありません。  

  

   

  

  

   大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

  ん。 

    

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年７月１日～ 

平成22年９月30日 
－  24,916 －  546,525 －  554,098

（６）【大株主の状況】
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  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】 

    

 ②【自己株式等】 

  

   

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるもので

あります。 

  

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

   

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  24,916  24,916

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  24,916 － － 

総株主の議決権 －  24,916 － 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －

２【株価の推移】

月別 
平成22年 

１月 
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円）  67,500  60,500  79,000  86,900  94,500  81,000  86,000  86,500  82,000

最低（円）  60,000  59,000  57,700  75,500  72,000  75,000  75,100  78,700  78,000

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法

人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 693,016 576,712

受取手形及び売掛金 1,063,786 687,940

製品 268,236 163,148

仕掛品 44,347 6,340

原材料及び貯蔵品 85,814 47,677

繰延税金資産 51,051 15,730

その他 97,621 154,094

貸倒引当金 △310 △191

流動資産合計 2,303,563 1,651,453

固定資産   

有形固定資産 ※  81,409 ※  77,095

無形固定資産   

その他 48,934 48,980

無形固定資産合計 48,934 48,980

投資その他の資産   

投資有価証券 764,553 743,455

繰延税金資産 76,349 73,828

その他 64,529 46,787

貸倒引当金 △630 △630

投資その他の資産合計 904,801 863,442

固定資産合計 1,035,146 989,518

資産合計 3,338,710 2,640,971

負債の部   

流動負債   

買掛金 309,189 150,927

1年内返済予定の長期借入金 － 6,378

未払法人税等 217,698 290

賞与引当金 49,264 11,018

役員賞与引当金 10,000 －

その他 194,445 111,152

流動負債合計 780,597 279,766

固定負債   

退職給付引当金 77,442 66,714

役員退職慰労引当金 63,961 54,204

固定負債合計 141,403 120,918

負債合計 922,000 400,684
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 546,525 546,525

資本剰余金 554,098 554,098

利益剰余金 1,306,104 1,128,573

株主資本合計 2,406,728 2,229,197

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 5,421 6,121

評価・換算差額等合計 5,421 6,121

新株予約権 4,559 2,698

少数株主持分 － 2,269

純資産合計 2,416,709 2,240,287

負債純資産合計 3,338,710 2,640,971
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 2,021,964 3,411,222

売上原価 1,154,000 1,948,284

売上総利益 867,963 1,462,937

販売費及び一般管理費 ※  858,239 ※  1,069,973

営業利益 9,723 392,964

営業外収益   

受取利息 3,159 2,165

受取配当金 147 148

技術指導料 3,600 3,600

保険解約返戻金 － 7,405

持分法による投資利益 － 22,351

その他 359 2,444

営業外収益合計 7,266 38,115

営業外費用   

支払利息 281 50

売上割引 1,028 1,625

持分法による投資損失 21,939 －

その他 365 196

営業外費用合計 23,615 1,872

経常利益又は経常損失（△） △6,625 429,207

特別損失   

固定資産除却損 608 883

投資有価証券評価損 － 80

特別損失合計 608 963

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△7,234 428,244

法人税、住民税及び事業税 19,641 228,059

法人税等調整額 28,242 △37,366

法人税等合計 47,883 190,692

少数株主損失（△） △672 △2,269

四半期純利益又は四半期純損失（△） △54,445 239,820
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 688,088 1,357,226

売上原価 400,374 784,326

売上総利益 287,713 572,900

販売費及び一般管理費 ※  305,173 ※  380,788

営業利益又は営業損失（△） △17,460 192,112

営業外収益   

受取利息 1,063 533

技術指導料 1,200 1,200

持分法による投資利益 － 18,633

その他 260 41

営業外収益合計 2,523 20,407

営業外費用   

支払利息 68 －

売上割引 323 650

持分法による投資損失 833 －

その他 74 60

営業外費用合計 1,298 710

経常利益又は経常損失（△） △16,234 211,809

特別損失   

固定資産除却損 589 883

投資有価証券評価損 － 80

特別損失合計 589 963

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△16,824 210,845

法人税、住民税及び事業税 14,892 101,040

法人税等調整額 △15,369 △16,560

法人税等合計 △477 84,479

少数株主損失（△） △697 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △15,648 126,366
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△7,234 428,244

減価償却費 43,113 42,111

のれん償却額 187 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 21,320 38,246

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － 10,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,782 10,728

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9,757 9,757

貸倒引当金の増減額（△は減少） 126 119

受取利息及び受取配当金 △3,307 △2,313

支払利息 281 50

持分法による投資損益（△は益） 21,939 △22,351

固定資産除却損 608 883

投資有価証券評価損益（△は益） － 80

売上債権の増減額（△は増加） 192,827 △375,845

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,925 △181,232

仕入債務の増減額（△は減少） △3,700 158,261

未収消費税等の増減額（△は増加） 40,582 △14,340

その他 △45,387 140,336

小計 284,823 242,734

利息及び配当金の受取額 2,307 1,930

利息の支払額 △281 △50

法人税等の支払額 △159,736 △16,708

営業活動によるキャッシュ・フロー 127,111 227,905

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △19,868 △31,540

有形固定資産の売却による収入 － 368

無形固定資産の取得による支出 △17,312 △11,961

貸付けによる支出 △1,600 －

貸付金の回収による収入 － 200

投資活動によるキャッシュ・フロー △38,780 △42,933

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △9,711 △6,378

配当金の支払額 △102,155 △62,290

財務活動によるキャッシュ・フロー △111,866 △68,668

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △23,535 116,303

現金及び現金同等物の期首残高 676,983 576,712

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  653,447 ※  693,016
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当第３四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

該当事項はありません。  

  

   該当事項はありません。  

  

   簡便な会計処理については、重要性が乏しいため記載を省略しております。 

  

   該当事項はありません。 

  

   該当事項はありません。    

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年12月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円であ

ります。 

355,243 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円であ

ります。 

337,801

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 

至 平成22年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。  

販売手数料  98,221千円 

役員報酬  86,133  

給料 198,036  

退職給付費用  11,636  

賞与引当金繰入額  23,704  

役員退職慰労引当金繰入額 9,757  

研究開発費  94,432  

貸倒引当金繰入額  126  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。  

販売手数料  186,542千円 

役員報酬  86,133  

給料 209,221  

退職給付費用  15,718  

賞与引当金繰入額  39,927  

役員賞与引当金繰入額 10,000  

役員退職慰労引当金繰入額  9,757  

研究開発費  118,120   

貸倒引当金繰入額  119   

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。  

販売手数料  34,279千円 

役員報酬  28,711  

給料 58,433  

退職給付費用  4,347  

賞与引当金繰入額  

役員退職慰労引当金繰入額 

15,726

4,877

  

  

研究開発費  28,829  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。  

販売手数料  75,555千円 

役員報酬  28,711  

給料 62,535  

退職給付費用  5,305  

賞与引当金繰入額  21,586  

役員賞与引当金繰入額  6,000  

役員退職慰労引当金繰入額  4,880  

研究開発費  43,145  

貸倒引当金繰入額  20  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 

至 平成22年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係  

 （平成21年９月30日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定 653,447

現金及び現金同等物 653,447

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係  

 （平成22年９月30日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定 693,016

現金及び現金同等物 693,016
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当第３四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平

成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式         24,916株 

   

２．新株予約権等に関する事項 

 ストック・オプションとしての新株予約権  

  新株予約権の四半期連結会計期間末残高    親会社  4,559千円 

（注）ストック・オプションとしての新株予約権は、当第３四半期連結会計期間末において権利行使期間の初

日が到来しておりません。   

  

３．配当に関する事項 

  配当金支払額  

  

（株主資本等関係）

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年３月26日 

定時株主総会 
普通株式  37,374  1,500 平成21年12月31日 平成22年３月29日 利益剰余金 

平成22年８月３日 

取締役会 
普通株式  24,916  1,000 平成22年６月30日 平成22年９月６日 利益剰余金 
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 前第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成22年７月１日 至平成22年９月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成21年１月１日 至平成21年

９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年９月30日） 

 当社グループの事業は、電子機器関連事業のうち産業機器用製品の開発、設計、製造、販売並びにこれらの付

帯業務の単一事業であるため、該当事項はありません。  

  

 前第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成22年７月１日 至平成22年９月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成21年１月１日 至平成21年

９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。  

  

前第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自平成21年１月１日 至平成21年９月30日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年９月30日） 

 （注）１. 地域は、地理的近接度により区分しております。 

    ２. 各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。 

      欧州  ……………ドイツ 

      アジア……………中国、台湾、韓国 

      その他……………北米、中南米 

    ３. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

  欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  365,398  63,628  14,875  443,901

Ⅱ 連結売上高（千円）                 688,088

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 53.1  9.2  2.2  64.5

  欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  876,302  108,631  25,660  1,010,594

Ⅱ 連結売上高（千円）                 1,357,226

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 64.6  8.0  1.9  74.5

  欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,107,507  163,795  51,550  1,322,853

Ⅱ 連結売上高（千円）                 2,021,964

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 54.8  8.1  2.5  65.4

  欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  2,083,764  312,526  52,875  2,449,167

Ⅱ 連結売上高（千円）                 3,411,222

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 61.1  9.2  1.6  71.8
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

     該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年12月31日） 

１株当たり純資産額 96,811.30円 １株当たり純資産額 89,714.19円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 

至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 2,185.17円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 9,625.18円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 

至 平成22年９月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △54,445  239,820

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 △54,445  239,820

期中平均株式数（株）  24,916  24,916

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要  

－ － 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 628.07円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 5,071.69円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

  
前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △15,648  126,366

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 △15,648  126,366

期中平均株式数（株）  24,916  24,916

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要  

－ － 

（重要な後発事象）
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 平成22年８月３日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………24,916千円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………1,000円 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年９月６日 

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月９日

オプテックス・エフエー株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 石田  昭  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 関口 浩一  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオプテックス・

エフエー株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年７

月１日から平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オプテックス・エフエー株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日

現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

    ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。  



  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月８日

オプテックス・エフエー株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 石田  昭  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 関口 浩一  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオプテックス・

エフエー株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年７

月１日から平成22年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オプテックス・エフエー株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日

現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

    ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。  


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】
	３【関係会社の状況】
	４【従業員の状況】

	第２【事業の状況】
	１【生産、受注及び販売の状況】
	２【事業等のリスク】
	３【経営上の重要な契約等】
	４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３【設備の状況】
	第４【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	２【株価の推移】
	３【役員の状況】

	第５【経理の状況】
	１【四半期連結財務諸表】
	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書



